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SSBJ ハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局が SSBJ 基準を利用される方の便宜を考慮して作成

したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 

また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

測定アプローチ別の温室効果ガス排出の集計範囲 

2025 年 6 月 30 日公表 

目 的 

1. 本文書では、温室効果ガス排出の測定アプローチとは何か、また、どのような種類があるのかにつ

いて説明したうえで、選択する測定アプローチにより、報告企業が報告する温室効果ガス排出量

がどのように変わるのかについて、参考となる情報を提供することを目的としています。 

 

キーワード 

測定アプローチ、持分割合アプローチ、経営支配力アプローチ、財務支配力アプローチ 

 

温室効果ガス排出の測定アプローチとは 

2. SSBJ 基準では、温室効果ガス排出を測定するにあたり、報告企業として報告する温室効果ガ

ス排出を集計する範囲を決定する方法を「測定アプローチ」と定めています（気候基準第 60 項）。 

 

何が求められているのか 

3. SSBJ 基準では、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下

「GHG プロトコル（2004 年）」といいます。）に従って温室効果ガス排出を測定するにあたり、

以下の測定アプローチのうち 1 つを選択することを求めています。 

(1) 持分割合アプローチ 

(2) 経営支配力アプローチ 

(3) 財務支配力アプローチ 

第 49 項本文に従い、「GHG プロトコル（2004 年）」に従って温室効果ガス排出を測定するに

あたり、報告企業が連結財務諸表を作成している場合の親会社（連結すべき子会社が存在し

ないため連結財務諸表を作成していない場合は、個別財務諸表を作成する企業）は、報告企

業として報告する温室効果ガス排出を集計する範囲を決定する方法について、次のうち 1 つを選

択しなければならない（気候基準第 60 項）。 

(1)  持分割合アプローチ 

(2)  経営支配力アプローチ 

(3)  財務支配力アプローチ 

4. なお、GHG プロトコル（2004 年）とは異なる方法を用いて温室効果ガス排出を測定する場合、

報告企業として報告する温室効果ガス排出を集計する範囲を決定するにあたり、前項の 3 つの

測定アプローチ以外のアプローチを適用することもあると考えられます。 
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測定アプローチの定義 

5. 本資料第 3 項に掲げた 3 つの測定アプローチについて、ISSB 基準では具体的な定義は定めら

れていませんが、SSBJ 基準では、明確化のため、GHG プロトコル（2004 年）に基づき、次のと

おり定義しています（気候基準第 6 項(15)から(17)及び第 60 項）。 

(1) 持分割合アプローチ 

子会社等の投資先の温室効果ガス排出量のうち、持分割合相当を報告企業の温室効

果ガス排出量に含める測定アプローチをいう。 

(2) 経営支配力アプローチ 

子会社等の投資先の意思決定機関に対する支配力を通じて、当該投資先の経営方針を

決定する力を持つ場合、持分割合によらず、当該投資先の温室効果ガス排出量の

100％を報告企業の温室効果ガス排出量に含める測定アプローチをいう。 

(3) 財務支配力アプローチ 

子会社等の投資先の活動から経済的利益を得る目的で、契約等により当該投資先の財

務方針を決定する力を持つ場合、持分割合によらず、経済的実質を反映する割合におい

て当該投資先の温室効果ガス排出量を報告企業の温室効果ガス排出量に含める測定ア

プローチをいう。 

6. 前項の 3 つの測定アプローチについて、報告企業として報告する温室効果ガス排出を集計する範

囲を GHG プロトコル（2004 年）に基づき整理すると、次のとおりになると考えられます1。 

 

報告企業として報告する温室効果ガス排出を集計する範囲 

 
測定アプローチ 

持分割合アプローチ 経営支配力アプローチ 財務支配力アプローチ 

親会社 100% 100% 100% 

子会社 持分割合相当 100% 100% 

関連会社 持分割合相当 0% 0% 

共同支配企業 持分割合相当  経営支配力を有する

場合：100% 

 経営支配力を有さな

い場合： 0％ 

 持分割合相当 

 子会社が持分を保有

している場合、その子

会社が保有する持分

割合相当 

 

 

1 GHG プロトコル(2004 年) 第 3 章「Setting Organizational Boundaries」参照 
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財務会計上の連結の範囲との関係 

7. サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表と同じ報告企業に関するものでなければな

りません（適用基準第 5 項）が、温室効果ガス排出の集計範囲については、例外的な取扱いとな

り、選択した測定アプローチに従い決定することとなります。 

8. すなわち、財務会計上は、連結財務諸表を作成するにあたり、企業が適用する会計基準に従い、

連結の範囲に含める子会社を決定し、サステナビリティ関連財務開示もこの連結の範囲に基づい

て作成することになりますが、温室効果ガス排出の集計範囲は、基本的に、連結の範囲とは異な

るものであると考えられます。 

9. ただし、測定アプローチの選択によっては、連結の範囲と温室効果ガス排出の集計範囲が一致す

ることがあると考えられます。 

 

設 例 

10. 以下では、選択する測定アプローチにより、報告企業が報告する温室効果ガス排出量がどのよう

に変わるのかについて、設例を示しています。 

設例は、SSBJ 基準の定めについて理解を深めるために参考として示す一例であり、各企業の実情

等に応じて考慮事項は異なることにご留意ください。 

 

 

1. 前提 

(1) P 社は、会計基準として日本基準を適用する 3 月決算企業であり、P 社を親会社として連結財

務諸表を作成している。 

(2) P 社は、S 社の発行済株式の 100%を保有し、S 社の意思決定機関を支配しているため、S 社

を連結子会社としている（持分割合 100%）。 

(3) 温室効果ガス排出の測定方法として、P 社及び S 社のいずれも GHG プロトコル（2004 年）を

用いている。 

(4) X１年 4 月 1 日から X2 年 3 月 31 日までの報告期間における、P 社及び S 社の温室効果ガス

（GHG）排出量は、次のとおりであった。 

 

（単位：t-CO2e） 

 P 社 S 社 

スコープ 1 500 1,000 

スコープ 2 1,000 2,000 

スコープ 3 2,000 3,000 

  

設例1 
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2. P社グループとして報告する温室効果ガス排出量に含める S社の温室効果ガス排出量 

（単位：t-CO2e） 

S 社 持分割合アプローチ 経営支配力アプローチ 財務支配力アプローチ 

スコープ 1 100% 1,000 100% 1,000 100% 1,000 

スコープ 2 100% 2,000 100% 2,000 100% 2,000 

スコープ 3 100% 3,000 100% 3,000 100% 3,000 

 

P 社の S 社に対する持分割合は 100%であり、また、S 社の意思決定機関を支配しているため、どの

アプローチを用いた場合でも、P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量に含める S 社の温室効

果ガス排出量は 100％相当量となる。 

 

したがって、P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量は、次のとおりとなると考えられる。 

 

（単位：t-CO2e） 

P 社グループ 
持分割合 

アプローチ 

経営支配力 

アプローチ 

財務支配力 

アプローチ 

スコープ 1 1,500*1 1,500*1 1,500*1 

スコープ 2 3,000*2 3,000*2 3,000*2 

スコープ 3 5,000*3 5,000*3 5,000*3 

*1 スコープ 1 温室効果ガス排出量：  500(P 社)＋1,000(S 社)=1,500 

*2 スコープ 2 温室効果ガス排出量：1,000(P 社)＋2,000(S 社)＝3,000 

*3 スコープ 3 温室効果ガス排出量：2,000(P 社)＋3,000(S 社)＝5,000 

 

 

1. 前提 

(1) P 社は、会計基準として日本基準を適用する 3 月決算企業であり、P 社を親会社として連結財

務諸表を作成している。 

(2) P 社は、S 社の発行済株式の 80%を保有し、S 社の意思決定機関を支配しているため、S 社を

連結子会社としている（持分割合 80%）。 

(3) 温室効果ガス排出の測定方法として、P 社及び S 社のいずれも GHG プロトコル（2004 年）を

用いている。 

(4) X１年 4 月 1 日から X2 年 3 月 31 日までの報告期間における、P 社及び S 社の温室効果ガス

（GHG）排出量は、次のとおりであった。 

  

設例2 
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（単位：t-CO2e） 

 P 社 S 社 

スコープ 1 500 1,000 

スコープ 2 1,000 2,000 

スコープ 3 2,000 3,000 

 

2. P社グループとして報告する温室効果ガス排出量に含める S社の温室効果ガス排出量 

（単位：t-CO2e） 

S 社 持分割合アプローチ 経営支配力アプローチ 財務支配力アプローチ 

スコープ 1 80% 800 100% 1,000 100% 1,000 

スコープ 2 80% 1,600 100% 2,000 100% 2,000 

スコープ 3 80% 2,400 100% 3,000 100% 3,000 

 

P 社の S 社に対する持分割合は 80%であるため、持分割合アプローチの場合、P 社グループとして報

告する温室効果ガス排出量に含める S 社の温室効果ガス排出量は、80％相当量となる。 

 

一方、経営支配力アプローチ及び財務支配力アプローチの場合、P 社は S 社の意思決定機関を支

配しているため、P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量に含める S 社の温室効果ガス排出量

は、持分割合 80％にかかわらず、100％相当量となる。 

 

したがって、P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量は、次のとおりとなると考えられる。 

 

（単位：t-CO2e） 

P 社グループ 
持分割合 

アプローチ 

経営支配力 

アプローチ 

財務支配力 

アプローチ 

スコープ 1 1,300*1 1,500*4 1,500*4 

スコープ 2 2,600*2 3,000*5 3,000*5 

スコープ 3 4,400*3 5,000*6 5,000*6 

*1 スコープ 1 温室効果ガス排出量：  500(P 社)＋  800(S 社)=1,300 

*2 スコープ 2 温室効果ガス排出量：1,000(P 社)＋1,600(S 社)＝2,600 

*3 スコープ 3 温室効果ガス排出量：2,000(P 社)＋2,400(S 社)＝4,400 

*4 スコープ 1 温室効果ガス排出量：  500(P 社)＋1,000(S 社)=1,500 

*5 スコープ 2 温室効果ガス排出量：1,000(P 社)＋2,000(S 社)＝3,000 

*6 スコープ 3 温室効果ガス排出量：2,000(P 社)＋3,000(S 社)＝5,000 
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したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
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1. 前提 

(1) P 社は、会計基準として日本基準を適用する 3 月決算企業であり、P 社を親会社として連結財

務諸表を作成している。 

(2) P 社は、S 社の発行済株式の 80%を保有し、S 社の意思決定機関を支配しているため、S 社を

連結子会社としている（持分割合 80%）。また、P 社は、A1 社の意思決定機関を支配してお

らず、契約等により当該投資先の財務方針を決定する力を有していないものの、A1 社の発行済

株式の 20%を保有し、A1 社を関連会社としている（持分割合 20%）。 

(3) 温室効果ガス排出の測定方法として、P 社、S 社及び A1 社のいずれも GHG プロトコル（2004

年）を用いている。 

(4) X１年 4 月 1 日から X2 年 3 月 31 日までの報告期間における、P 社、S 社及び A1 社の温室

効果ガス（GHG）排出量は、次のとおりであった。 

 

（単位：t-CO2e） 

 P 社 S 社 A1 社 

スコープ 1 500 1,000 3,000 

スコープ 2 1,000 2,000 5,000 

スコープ 3 2,000 3,000 10,000 

合計 3,500 6,000 18,000 

 

2. P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量に含める S 社及び A1 社の温室効果ガス排

出量 

（単位：t-CO2e） 

S 社 持分割合アプローチ 経営支配力アプローチ 財務支配力アプローチ 

スコープ 1 80% 800 100% 1,000 100% 1,000 

スコープ 2 80% 1,600 100% 2,000 100% 2,000 

スコープ 3 80% 2,400 100% 3,000 100% 3,000 

 

P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量に含める S 社の温室効果ガス排出量は、「設例 2」

の S 社と同様である。 

（単位：t-CO2e） 

A1 社 持分割合アプローチ 経営支配力アプローチ 財務支配力アプローチ 

スコープ 1 20% 600 0% 0 0% 0 

スコープ 2 20% 1,000 0% 0 0% 0 

スコープ 3 20% 2,000 0% 0 0% 0 

設例3 
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P 社の A1 社に対する持分割合は 20%であるため、持分割合アプローチの場合、P 社グループとして

報告する温室効果ガス排出量に含める A1 社の温室効果ガス排出量は、20％相当量となる。 

 

一方、経営支配力アプローチ及び財務支配力アプローチの場合、P 社グループとして報告するスコープ

1 及びスコープ 2 温室効果ガス排出量に含める A1 社の温室効果ガス排出量はゼロとなる。 

ただし、A1 社への投資は、スコープ 3 の「カテゴリー15」に該当するため、A1 社のスコープ 1、スコープ

2 及びスコープ 3 温室効果ガス排出量の合計値（3,000＋5,000＋10,000＝18,000）の 20％

相当量（3,600）について、P 社グループとして報告するスコープ 3 温室効果ガス排出量に含めることが

考えられる。 

 

したがって、P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量は、次のとおりとなると考えられる。 

 

（単位：t-CO2e） 

P 社グループ 
持分割合 

アプローチ 

経営支配力 

アプローチ 

財務支配力 

アプローチ 

スコープ 1 1,900*1 1,500*4 1,500*4 

スコープ 2 3,600*2 3,000*5 3,000*5 

スコープ 3 6,400*3 8,600*6 8,600*6 

合計 11,900 13,100 13,100 

*1 スコープ 1 温室効果ガス排出量：  500(P 社)＋  800(S 社)＋  600(A1 社)=1,900 

*2 スコープ 2 温室効果ガス排出量：1,000(P 社)＋1,600(S 社)＋1,000(A1 社)＝3,600 

*3 スコープ 3 温室効果ガス排出量：2,000(P 社)＋2,400(S 社)＋2,000(A1 社)＝6,400 

*4 スコープ 1 温室効果ガス排出量：  500(P 社)＋1,000(S 社)＋    0 (A1 社)=1,500 

*5 スコープ 2 温室効果ガス排出量：1,000(P 社)＋2,000(S 社)＋    0 (A1 社)＝3,000 

*6 スコープ 3 温室効果ガス排出量：2,000(P 社)＋3,000(S 社)＋3,600(A1 社)＝8,600 

 

 

1. 前提 

(1) P 社は、会計基準として日本基準を適用する 3 月決算企業であり、P 社を親会社として連結財

務諸表を作成している。 

(2) P 社は、S 社の発行済株式の 80%を保有し、S 社の意思決定機関を支配しているため、S 社を

連結子会社としている（持分割合 80%）。また、P 社は、資本関係のない X 社との間で、A2 社

の発行済株式の 50%をそれぞれ保有し、共同で A2 社の事業を行うこととする契約を締結してい

るため、A2 社を、子会社ではなく共同支配企業としている（持分割合 50%）。 

(3) 温室効果ガス排出の測定方法として、P 社、S 社及び A2 社のいずれも GHG プロトコル（2004

年）を用いている。 

  

設例4 
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(4) X１年 4 月 1 日から X2 年 3 月 31 日までの報告期間における、P 社、S 社及び A2 社の温室

効果ガス（GHG）排出量は、次のとおりであった。 

（単位：t-CO2e） 

 P 社 S 社 A2 社 

スコープ 1 500 1,000 3,000 

スコープ 2 1,000 2,000 5,000 

スコープ 3 2,000 3,000 10,000 

 

2. P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量に含める S 社及び A2 社の温室効果ガス排

出量 

（単位：t-CO2e） 

S 社 持分割合アプローチ 経営支配力アプローチ 財務支配力アプローチ 

スコープ 1 80% 800 100% 1,000 100% 1,000 

スコープ 2 80% 1,600 100% 2,000 100% 2,000 

スコープ 3 80% 2,400 100% 3,000 100% 3,000 

P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量に含める S 社の温室効果ガス排出量は、「設例 2」

の S 社と同様である。 

（単位：t-CO2e） 

A2 社 持分割合アプローチ 経営支配力アプローチ 財務支配力アプローチ 

スコープ 1 50% 1,500 0% 0 50% 1,500 

スコープ 2 50% 2,500 0% 0 50% 2,500 

スコープ 3 50% 5,000 0% 0 50% 5,000 

P 社の A2 社に対する持分割合は 50%であるため、持分割合アプローチの場合、P 社グループとして

報告する温室効果ガス排出量に含める A2 社の温室効果ガス排出量は、50％相当量となる。 

また、財務支配力アプローチの場合、経済的実質を反映する割合は 50％であるため、P 社グループと

して報告する温室効果ガス排出量に含める A2 社の温室効果ガス排出量は、50％相当量となる。 

 

一方、経営支配力アプローチの場合、P 社単独で意思決定機関を支配していないため、P 社グルー

プとして報告するスコープ 1 及びスコープ 2 温室効果ガス排出量に含める A2 社の温室効果ガス排出量

はゼロとなるものの、A2 社への投資は、スコープ 3 の「カテゴリー15」に該当するため、A2 社が排出したス

コープ 1、スコープ 2 及びスコープ 3 温室効果ガス排出量の合計値（3,000＋5,000＋10,000＝

18,000）の 50％相当量（9,000）について、P 社グループとして報告するスコープ 3 温室効果ガス

排出量に含める場合が考えられる。 

 

したがって、P 社グループとして報告する温室効果ガス排出量は、次のとおりとなると考えられる。 
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（単位：t-CO2e） 

P 社グループ 
持分割合 

アプローチ 

経営支配力 

アプローチ 

財務支配力 

アプローチ 

スコープ 1 2,800*1 1,500*4 3,000*7 

スコープ 2 5,100*2 3,000*5 5,500*8 

スコープ 3 9,400*3 14,000*6 10,000*9 

合計 17,300 18,500 18,500 

*1 スコープ 1 温室効果ガス排出量：  500(P 社)＋  800(S 社)＋1,500(A2 社)=2,800 

*2 スコープ 2 温室効果ガス排出量：1,000(P 社)＋1,600(S 社)＋2,500(A2 社)＝5,100 

*3 スコープ 3 温室効果ガス排出量：2,000(P 社)＋2,400(S 社)＋5,000(A2 社)＝9,400 

*4 スコープ 1 温室効果ガス排出量：  500(P 社)＋1,000(S 社)＋    0 (A2 社)=1,500 

*5 スコープ 2 温室効果ガス排出量：1,000(P 社)＋2,000(S 社)＋    0 (A2 社)＝3,000 

*6 スコープ 3 温室効果ガス排出量：2,000(P 社)＋3,000(S 社)＋9,000(A2 社)＝14,000 

*7 スコープ 1 温室効果ガス排出量：  500(P 社)＋1,000(S 社)＋1,500(A2 社)=3,000 

*8 スコープ 2 温室効果ガス排出量：1,000(P 社)＋2,000(S 社)＋2,500(A2 社)＝5,500 

*9 スコープ 3 温室効果ガス排出量：2,000(P 社)＋3,000(S 社)＋5,000(A2 社)＝10,000 

 

 

SSBJ 基準の定めは、重要性がない項目に対して

適用する必要はないことにご留意ください。 

 

以 上 


